
地方分権維進委員会の第3次勧告及び第4次勧告に繍ずる対処方針
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f地方分権樹集委員会第3次勧告J (平成 9~三(1997埼玉) 9}'12f3)及び「ま也方分権推進

委員会第4次勧告をJ (平成9年(ぬき7若手)10月913)惑と最大限に尊重し、速やかに地方分権

主箆主計画作成のための所芸誌の作業を進める。

さらに、地方分権推進委員会第1次勧告〈平成8年(i.996年)12月2013)及ひ努2次勧告

〈平成9年 (19初年) 7月8f3)ど併せ、地方分権推進法{平成7年法徐第百6-l切に定める

基本方針に節して、平成10年なきヨ8年)の通常商会が終了するまでのできるだけ王手いa;!f:燃に
お"

地方分権描掛E蓄を作成し、地方分権会総合的カり言略的に捻遂寸る。


